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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，公益社団法人

日本下水道管路管理業協会（JASCOMA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添

えて日本産業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，国土交通大臣が改正

した日本産業規格である。これによって，JIS A 7501:2013 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。国土交通大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた申出，日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法

等の一部を改正する法律附則第 9 条により，産業標準化法第 12 条第 1 項の申出，日本産業標準

調査会の審議等の手続を経たものとみなされる。 
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日本産業規格          JIS 
 A 7501：2020 
 

下水道管路維持管理計画の策定に関する指針 

Planning for sewer system maintenance 

 
序文 

この規格は，下水道管路維持管理計画の策定の考え方及び記載内容を統一することによって，健全な管

路の維持管理，維持管理計画の策定の能率化などを目的として，2013 年に制定され，その後の関連法規の

改正などに対応するために改正した。技術上重要な改正に関する新旧対照表を附属書 O に示す。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

 

1 適用範囲 

この規格は，地方公共団体が管理する下水道管路の維持管理計画（以下，維持管理計画という。）の策定

の考え方及び記載内容について規定する。 

なお，この規格は，我が国における下水道に相当する事業を基本に構成しているが，下水道法適用範囲

外の管路にも適用可能である。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS Q 24510 飲料水及び下水事業に関する活動－サービスの評価及び改善に関する指針 

JIS Q 24511 飲料水及び下水事業に関する活動－下水事業のマネジメントに関する指針 

JIS Q 31000 リスクマネジメント－指針 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JIS Q 24510，JIS Q 24511 及び JIS Q 31000 によるほか，次によ

る。 

3.1 

下水道 

下水を排除するために設けられる排水管，排水きょその他の排水施設（かんがい排水施設を除く。），こ

れに接続して下水を処理するために設けられる処理施設（し尿浄化槽を除く。）又はこれらの施設を補完す

るために設けられるポンプ施設及びその他の施設の総体。 

3.2 

管路 

下水を排除するために設けられる排水施設。管きょ，マンホール，ます，取付け管，圧送管，伏越し，

雨水吐，吐口などの総称。ポンプ施設は含まないが，この規格ではマンホール形式ポンプ場を含む。 


